
基本計画（素案）　施策指標及び考え方等（平成29年8月17日時点）

No.
施
策

現状
（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
指標の出典・

定義等

1 111
3,335人

(H28年度)
3,800人

平和に対する市民意識
の高揚に向けては、よ
り多くの市民への啓発
が重要なため、代表的
な取組である市民平和
のつどいへの参加者数
を指標として設定。

周知などの対象の拡大
による参加者の増加を
見込む。

本市実績による

2 112
53,928人
(H28年度)

58,000人

人権問題の解消に向
け、人権意識の向上を
図るには、より多くの
市民が人権啓発や教育
に関わることが重要な
ため、啓発活動や講演
会などへの参加者数を
指標として設定。

周知などの対象の拡大
による参加者の増加を
見込む。

本市実績による

3 113
34.5％

(H28年度)
50%

男女共同参画社会の実
現に向けては、政策形
成の場における女性の
参画が進むことが重要
であることから、指標
として設定。

審議会などの委員の男
女の比率が等しくなる
ことを目標に設定。

本市実績による
※算出式
審議会などにおけ
る女性委員数／審
議会などにおける
委員総数×100

4 113
4校

(H28年度)
18校

男女共同参画社会の実
現に向けては、DVの
防止などの取組が重
要。特に、予防に向け
ては若年層への啓発が
重要であるこから、指
標として設定。

市内の全中学校での実
施を目指し設定。

本市実績による

5 121
78.8%

(H28年度) 100%

市民参画の促進に向
け、審議会などへの市
民委員の参画を進める
ことが重要であること
から、指標として設
定。

公募不可なものを除
き、全ての審議会など
において市民委員の公
募が実施されているこ
とが望ましいことか
ら、100%を目指す。

本市実績による
※算出式
市民委員の公募を
行っている審議会
などの数／審議会
などの数(公募不
可なものを除く)
×100

6 121
63,197人
(H28年度)

70,000人

協働の推進のため、市
民公益活動センターに
おいて講座や研修など
市民公益活動への支援
の充実を図ることによ
り、利用者の増加が想
定されることから、指
標として設定。

講座や研修などの充実
や、施設に関する周知
の強化などによる利用
者数の増加を見込む。
直近2年の伸び幅の維
持を目指して設定。

本市実績による

7 122
51.6％

(H28年度) 60%

自治会は地域コミュニ
ティの形成において大
きな役割を担ってお
り、自治会加入率の上
昇によりコミュニティ
の活性化が見込めるこ
とから、指標として設
定。

自治会加入率が減少傾
向にある中で、転入世
帯への加入促進による
加入世帯増などを見込
み、今後10年間で10
年前の水準への回復を
目指す。

自治会に加入して
いる世帯数／総世
帯数（住民基本台
帳）×100

市民公益活動
センター（ラ
コルタ）の年
間利用者数

自治会加入率

指標名

市民平和のつ
どいへの参加
者数

人権に関する
啓発活動や講
演会などへの
参加者数

審議会などの
委員における
女性の割合

交際相手から
の暴力（デー
トDV）に関す
る啓発講座の
市内中学校に
おける実施校
数

市民委員の公
募を行ってい
る審議会など
の割合（公募
不可なものを
除く）

資 料 ８ 
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施
策
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指標として設定する
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目標値の考え方・
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定義等
指標名

8 122
43,604件
(H28年度)

48,000件

コミュニティの活性化
に向け、地域住民が集
う機会の提供などコ
ミュニティ活動への支
援を行うことで、コ
ミュニティ施設の利用
者の増加が想定される
ことから、指標として
設定。

コミュニティ活動への
支援や施設に関する周
知の強化などによる利
用件数の増加などを見
込む。

本市実績による

9 123
128,339

人
(H28年度)

200,000
人

情報共有の推進に向け
ては、迅速かつ柔軟に
情報提供を行うことの
できる市ホームページ
を積極的に活用するこ
とが有効であることか
ら、指標として設定。

過去の推移などを勘案
したうえで、ホーム
ページの充実などによ
る閲覧者の増加を見込
む。

本市実績による

10 211
55件

(H28年度)
100件

防災体制の充実のため
には、関係機関との連
携の強化が重要である
ことから、各種団体と
の協定締結数を指標と
して設定。

防災協定締結団体の増
加を目指し、過去の推
移も踏まえ、年４～５
件の増加を見込む。

本市実績による

11 212
67.6％

(H28年度) 100%

地域の防災力・減災力
向上を図るためには、
地域が主体となった防
災・減災の取組が重要
であり、自主防災組織
の結成を進める必要が
あることから、指標と
して設定。

全ての連合自治会にお
いて自主防災組織が結
成されることが望まし
いことから、100％を
目指す。

本市実績による

12 213
178人

(H29年) 250人

消防体制の充実には、
住民による地域に密着
した消防組織である消
防団の体制強化が重要
であることから、消防
団員数を指標として設
定。

吹田市消防団条例第３
条に規定する定員数ま
で消防団員を増加させ
ることを目標に設定。

本市実績による

13 213
9,352人

(H28年度)
10,000人

救命率の向上には、適
切な応急処置が必要で
あることから、自主救
護能力の向上を目的と
した普通救命講習等の
受講者数を指標として
設定。

国の検討では、成人人
口の20％に救急講習を
実施すれば、一定の効
果が認められるとされ
ており、本市ではより
充実した体制とするた
め、10年間で、生産年
齢人口の40%（約
100,000人）に対し
ＡＥＤを含む普通救命
講習等を実施するとを
目指す。

本市実績による

消防団員数

普通救命講習
等の年間受講
者数

コミュニティ
センターや市
民センターな
どコミュニ
ティ施設の年
間利用件数

市ホームペー
ジの1ヶ月あた
りの閲覧者数
（年間平均）

各種団体との
防災協定締結
数

連合自治会単
位での自主防
災組織の結成
率
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No.
施
策

現状
（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
指標の出典・

定義等
指標名

14 221
848人

(H28年度) 1,000人

防犯力の向上には、一
人ひとりの防犯意識を
高めることが重要であ
り、防犯に関する講座
への受講者数の増加を
目指し指標として設
定。

これまでに講座を実施
していない児童セン
ターや自治会等への周
知による、受講者数の
増加を見込み設定。

本市実績による

15 222
504人

(H28年度) 600人

消費者意識の向上のた
めには、消費者教育や
啓発が重要であり、詐
欺被害防止などの知識
の習得を目的とした消
費者向け講座の受講者
数を指標として設定。

周知の強化などによる
受講者数の増加を見込
み設定。

本市実績による

16 311
1,842人

(H28年度)
2,200人

高齢者の生きがいづく
りや社会参加の取組を
推進する中で、自らの
知識や経験を生かし、
生きがいや働きがいを
持って地域社会に貢献
できる場を確保できる
シルバー人材センター
の会員が増加すること
を想定し、指標として
設定。

市報すいたによる周知
等により、会員数の増
加を見込む。

シルバー人材セン
ターの会員数実績
による

17 312 34.4% 32.0%

後期高齢者が増加する
中でも、介護を必要と
する高齢者を増やさな
いことが重要であるこ
とから、介護予防など
の取組の成果を表す指
標として設定。

平成29年の国の実績値
（32.13％）以下を目
標に設定。

本市実績による
※算出式
要介護・要支援の
認定者数／75歳
以上の高齢者数×
100

18 312
17,403人
(H28年度) 57,700人

高齢者を地域で支え合
う体制づくりを推進す
るためには、地域住民
による見守りを増やし
ていくことが重要であ
ることから、認知症サ
ポーターの累計養成数
を指標として設定。

過去の実績を踏まえ、
認知症サポーターの累
計養成者数の増加を見
込んで目標に設定。

本市実績による

19 313
67.8％

(H28年度)
70%

質の高い介護サービス
が供給されていること
を表す指標として設
定。

介護サービスの質の向
上を図り、利用者の満
足度の向上を目指す。

「吹田市高齢者等
の生活と健康に関
する実態調査」に
よる

20 321
1,274人

(H28年度) 1,800人

障がい者の日々の暮ら
しの充実を図るため、
必要とされる訪問系
サービスのニーズに基
づいた利用者数を指標
として設定。

過去の増加の推移を踏
まえ、ホームヘルプな
ど訪問系サービスの月
平均利用者数の増加を
見込んで目標に設定。

訪問系サービスの
利用実績による

認知症サポー
ターの累計養
成数

受けている介
護サービスに
満足している
利用者の割合

ホームヘルプ
など訪問系
サービスの月
平均利用者数

防犯に関する
講座の年間受
講者数

消費者向けの
講座の年間受
講者数

シルバー人材
センターの会
員数

要介護・要支
援の認定を受
けている75歳
以上の高齢者
の割合
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No.
施
策

現状
（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
指標の出典・

定義等
指標名

21 321
337人

(H28年度) 700人

障がい者が自立して地
域で生活するために
は、必要とされる住ま
いの場の確保が重要で
あり、障がい者のニー
ズに基づいたグループ
ホームの利用者数を指
標として設定。

グループホームのニー
ズは増加傾向にあるこ
とから、その傾向を勘
案して、現状の倍以上
のグループホームの月
平均利用者数を見込ん
で目標に設定。

グループホームの
利用実績による

22 322
1,059人

(H28年度) 1,200人

障がい者の社会参画の
促進のため、必要とさ
れる外出時の移動支援
サービスのニーズに基
づいた利用者数を指標
として設定。

過去の増加の推移を踏
まえ、移動支援事業の
月平均利用者数の増加
を見込んで目標に設
定。

本市実績による

23 322
13,187円
(H27年度) 18,000円

障がい者の社会参画の
促進のためには、福祉
的就労の底上げが重要
であり、福祉的就労の
場における工賃の向上
を図る必要があること
から、指標として設
定。

現状値に第4期大阪府
障がい福祉計画の工賃
向上目標率（34.2％以
上）を上乗せしたもの
を目標値として設定。

「障がい福祉計
画」による

24 331
83,175人
 (H28年度) 88,000人

住民主体の地域福祉活
動を促進するため、地
域のつながりづくりを
目的とした小地域ネッ
トワーク活動の延べ参
加人数を指標として設
定。

地域活動に関する情報
発信や活動の場の確保
などに向けた支援によ
り、活動しやすい環境
を整えることで増加を
目指す。

小地域ネットワー
ク活動の延べ参加
人数（地区福祉委
員含む）の実績に
よる

25 331
0人

 (H28年度) 130人

災害発生時に要援護者
への支援を迅速に行う
ためには、福祉避難所
ごとにボランティアが
充足されていることが
重要であることから、
支援ボランティアの事
前登録者数を指標とし
て設定。

市内28件の避難所ごと
に最低2名のボラン
ティアを配置するもの
としたうえで、収容人
数10人に1人の割合で
算出。

本市実績による

26 332
72人

(H28年度)
90人

生活困窮者（生活保護
受給者含む）への就労
支援の取組の成果を表
す指標として設定。

相談・支援の充実を図
ることで、生活困窮者
の就労人数を現状より
増加させることを目指
し、目標に設定。

本市実績による
※実績は、稼働年
齢層（15～64
歳）における就労
人数

27 341

男性：79.9
歳

女性：83.6
歳

(H22年)

男性：81
歳

女性：85
歳

市民が主体的に健康づ
くりに取り組んだ成果
を表す指標として設
定。

生涯にわたり健康で心
豊かに暮らせる市民の
増加を目指し、目標に
設定。
健康寿命＝平均寿命-不
健康期間

「健康寿命の算定
方法の指針（平成
24年9月厚生労
働科学健康寿命研
究）」に基づき算
出

小地域ネット
ワーク活動の
延べ参加人数
（地区福祉委
員含む）

福祉避難所支
援ボランティ
アの事前登録
者数

就労支援専門
員が関わる就
労支援により
就労に結び付
いた人数

健康寿命

グループホー
ムの月平均利
用者数

移動支援事業
の月平均利用
者数

就労継続支援
（非雇用型）
事業所におけ
る工賃の平均
月額
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No.
施
策

現状
（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
指標の出典・

定義等
指標名

28 341

男性：
53.4%
女性：
59.1%

(H28年度)

男性：
55.8%
女性：
63.0%

市民の主体的な健康づ
くりを支援する取組の
成果を表す指標として
設定。

生活習慣改善に取り組
む市民の増加を目指
し、目標に設定。

「健康すいた21
（第２次）」によ
る

29 342
0件

(H28年度)
180件

健都を生かした健康づ
くりの推進には、健
康・医療関連の様々な
事業主体や施設が集積
する強みを生かし、多
種多様な健康イベント
等を継続的に実施して
いくことが重要である
ため、指標として設
定。

健康増進公園や健都ラ
イブラリー等での健康
づくり等に係るプログ
ラムを継続的に実施し
ていくことを目指し、
目標に設定。

本市実績による

30 343
0人

(H28年度) 950人

地域医療体制の充実を
図るためには、在宅医
療の推進やかかりつけ
医の定着促進等に関す
る市民啓発が重要であ
るため、指標として設
定。

地域医療推進に関する
講演会（50人規模）ま
たはシンポジウム
（150人規模）を年1
回ずつ開催し、予定し
ている規模の累計参加
者数を目標値として設
定。

本市実績による

31 411
1,125人

(H28年度)
5,000人

子育て支援の充実を図
るためには、子育て支
援サービスと利用者を
適切につなげることが
重要であり、コンシェ
ルジュの利用の促進を
図ることから、指標と
して設定。

子育て支援コンシェル
ジュの設置箇所数の増
加により、相談しやす
い環境を整えることで
利用者数の増加を見込
む。

本市実績による

32 412
230人

(H28年度)
0人

働きながら子育てがで
きる環境の整備状況を
表す指標として設定。

地域や年齢を問わず、
保育を必要とするすべ
ての子どもが教育・保
育を受けられることを
地域や年齢を問わず、
保育を必要とするすべ
ての子どもが教育・保
育を受けられることを
目指し、目標を0人と
する。

本市実績による

33 413
56.8％

(H28年度)
80%

虐待の未然防止や早期
発見など、配慮が必要
な子ども・家庭への支
援のためには、親子の
心身の状況や養育環境
等の把握等が重要であ
ることから、乳児のい
る家庭と地域社会をつ
なぐ最初の機会を提供
することを指標として
設定。

留守等により面談がで
きなかった家庭への
フォローを強化し、面
談を行うことができた
家庭の割合の増加を目
指す。

本市実績による
※算出式
家庭訪問を実施し
面談した家庭数／
生後4か月までの
乳児がいる家庭数
×100

地域医療推進
に関する講演
会等の累計参
加者数

子育て支援コ
ンシェルジュ
の年間利用者
数

保育所などの
待機児童数

生後4か月まで
の乳児がいる
家庭に訪問し
面談を行った
割合

生活習慣改善
に取り組む市
民の割合

健都での健康
づくりのため
のプログラム
の年間実施件
数
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施
策

現状
（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
指標の出典・

定義等
指標名

34 413
10人

(H28年度)
50人

ひとり親家庭の経済的
自立を図るため、就業
の実現が重要であるこ
とから、支援が必要な
ひとり親に対する就業
相談の成果を表す指標
として設定。

総合的・専門的なひと
り親相談を実施するこ
とにより、ひとり親に
対する就業支援の充実
が図られることから、
近隣市で水準の高い市
と同程度の実績を目指
す。

本市実績による

35 421
21.3‰

(H28年度)
10‰

子どもたちが抱えるさ
まざまな課題に対応す
るため、サポート体制
の充実を図ることが重
要。特に、中学1年生
が思春期や環境の変化
など複雑化する悩みを
抱え、不登校の出現率
が増加することから、
指標として設定。

サポート体制の充実に
より、現状の出現率の
半減を目指す。

文部科学省「問題
行動等調査」によ
る

36 421
37％

(H28年度)
70%

時代に即した資質や能
力を育む教育内容の充
実を図るなかで、国際
性豊かな子どもの育成
の成果を表す指標とし
て設定。

国が定めている目標に
おいて、英検3級程度
の英語力を有する中学
3年生の割合が70％と
することを目標として
いることを踏まえて設
定。

英検３級程度の英
語力を有する中学
３年生の人数／中
学３年生の人数×
100

37 422
18.2％

(H29年度)

100％
（Ｈ36年

まで）

建設から30年を経過し
た校舎や体育館が施設
全体の約9割を占めて
おり、安全な教育環境
を維持するため、老朽
化対策が急務であるこ
とから指標として設
定。

老朽化対策が必要な施
設（校舎：47校、体育
館：41校）を予定通り
すべて進めることを目
標に設定。

本市実績による
※算出式
実施済校数／実施
予定校数×100

38 422
41.5％

(H29年度)

100％
（Ｈ32年

まで）

学校施設のトイレは衛
生面、機能面等の問題
を抱えており、学校や
保護者からの改善要望
も大きく、改修工事が
急務であることから、
指標として設定。

リニューアルを行う学
校（53校）のトイレ改
修工事（一部）を予定
通りすべて進めること
を目標に設定。

本市実績による
※算出式
実施済校数／実施
予定校数×100

39 431
289人

(H28年度)
350人

青少年の健全育成に
は、地域での見守りが
重要であり、青少年指
導者・指導者団体を養
成する必要があること
から指標として設定。

青少年指導者講習会の
参加対象者の拡大や内
容の充実を図ることに
より、受講者数の増加
を見込む。

本市実績による

40 431
8,290人

(Ｈ28年度)
9,000人

青少年が健やかに育つ
ためには、子どもたち
が仲間をつくり、さま
ざまな体験・活動をす
ることが重要であり、
内容の充実を図ること
で参加者が増加するこ
とを想定し、指標とし
て設定。

定員に対して参加者数
の少ないイベントの内
容の充実を図り、参加
者の増加を見込む。

本市実績による

英検３級程度
の英語力を有
する中学３年
生の割合

小・中学校の
校舎及び体育
館の大規模改
修の実施率

小・中学校の
トイレ改修の
実施率

青少年指導者
講習会の年間
受講者数

青少年施設主
催イベントの
参加者数

ひとり親家庭
相談における
就業相談の利
用により就業
につながった
ひとり親の人
数

中学1年生の不
登校出現率
（千分率）
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No.
施
策

現状
（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
指標の出典・

定義等
指標名

41 432
2,665人

 (H28年度)
4,600人

安心・安全な放課後の
居場所を確保するた
め、児童数の増加に対
応するとともに、対象
学年の拡大により利用
者が増加することを想
定し、指標として設
定。

児童数の増加（低学年
約790人）、利用者枠
の拡大（高学年約
1150人）により、利
用者の増加を見込む。

本市実績による

42 432
212,526

人
 (H28年度)

226,700
人

放課後・土曜日の居場
所の充実を図るため、
地域の実情に応じて居
場所の提供や活動内容
の充実を図ることで、
利用者が増加すること
を想定し、指標として
設定。

児童数の増加や、開催
回数の少ない地域の機
会の充実、活動内容の
充実を図ることによ
り、参加者の増加を見
込む。

本市実績による

43 441
2,149人

(H28年度)
3,270人

生涯学習活動を支援す
るため、講座内容の充
実や情報発信等に努め
ることにより、受講者
数が増加することを想
定し、指標として設
定。

講座内容の充実を図
り、受講者数の増加を
見込む。

本市実績による

44 442
460,672

人
(H27年度)

466,200
人

身近な場所で気軽に学
習できる環境を整える
ため、学習施設間の相
互連携を進め、公民館
での学習サービスの向
上を図ることが、利用
者の増加につながるこ
とから、指標として設
定。

講座内容の充実や情報
発信等により、約
5,000人の利用者の増
加を見込む。

本市実績による

45 442
1,992,47

6人
(H28年度)

2,220,00
0人

身近な場所で気軽に学
習できる環境を整える
ため、予定している図
書館の整備を行うこ
と、また、近隣市も含
めた学習施設が相互に
連携し、有効活用を図
ることによる利用者の
増加を想定し、指標と
して設定。

図書館の広域連携の拡
大による増加(10万
人）、今後整備予定の
図書館の予想年間来館
者数（11万人程度）の
増加を見込む。

本市実績による

46 511
23.1ＰＪ
(H25年度) 13.4ＰＪ

節エネルギー、省エネ
ルギー、再生可能エネ
ルギー利用の取組の成
果を表す指標として設
定。

「吹田市地球温暖化対
策新実行計画」に基づ
き、平成32年度の目標
値と平成62年度の長期
目標値から按分し、平
成39年度の目標値を算
出。
（1-（0.5/30年×７
年+0.25））×21.2Ｐ
Ｊ＝13.4ＰＪ

「吹田市地球温暖
化対策新実行計
画」による

太陽の広場な
どの年間参加
者数

市民大学講座
の年間受講者
数

地区公民館の
年間利用者数

図書館の年間
入館者数

市域の年間エ
ネルギー消費
量

留守家庭児童
育成室の利用
者数
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No.
施
策

現状
（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
指標の出典・

定義等
指標名

47 511
11,719ｋ

Ｗ
(H26年度)

33,000ｋ
W

再生可能エネルギーの
普及啓発の成果を表す
指標として設定。

「吹田市地球温暖化対
策新実行計画」に基づ
き、現状値から平成32
年度の目標値への推移
を踏まえ算出。
7年/6年×（22,000
ｋＷ-11,719ｋＷ）
+22,000ｋＷ≒
33,000ｋＷ

「吹田市地球温暖
化対策新実行計
画」による

48 512
853ｇ

(H27年度) 760ｇ
ごみ減量の取組の成果
を表す指標として設
定。

大阪府内でごみ排出量
が最も少ない自治体
と、同等のごみ排出量
まで減量する。
※八尾市：760ｇ

「吹田市第２次環
境基本計画」によ
る

49 512
16.6％

(H27年度) 25%
ごみ資源化の取組の成
果を表す指標として設
定。

リサイクルの取組が進
む東京都の自治体と、
同等の割合までリサイ
クル率を向上させる。
※東京都内の自治体の
リサイクル率：概ね
25％

「吹田市第２次環
境基本計画」によ
る

50 513
60.6%

(Ｈ28年度)
80%

安全で健康な生活環境
を保全するためには、
公害が発生しないよ
う、事業者等に対する
助言や指導が重要であ
り、事業者への適切な
対応で公害による苦情
が解決することを想定
し、指標として設定。

安全で健康な生活環境
を維持するため、苦情
はすべて解決されるこ
とが望ましいが、内容
や受付時期により年度
内の解決が困難な場合
もあるため、過去５年
の苦情の受付・対応状
況や解決割合等を勘案
し、目標値を設定。

本市実績による

51 513
７地区

(H28年度) 15地区

良好な生活環境を維持
するためには、美化意
識の向上が重要であ
り、ポイ捨て等に対す
る指導や啓発に重点的
に取り組む、環境美化
推進重点地区の指定数
を増やす必要があるた
め、指標として設定。

「吹田市第2次環境基
本計画」に基づき、市
内全駅（ＪＲおおさか
東線新駅を含む。）の
周辺地区の指定を目標
に設定。

本市実績による

52 611
51地区

[125.4ha]
(H28年度)

70地区
[175ha]

地域の特性を生かした
まちづくりを進めるな
かで、住民主体でまち
づくりのルールが定め
られた地区が増加する
ことを想定し、指標と
して設定。

住民主体のまちづくり
が広まっていくことを
目指し、過去の推移を
踏まえ、年2地区程度
（年2.5ha程度）の増
加を見込む。

本市実績による

53 611
20地区

[88.7ha]
(H28年度)

30地区
[130ha]

地域の特性を生かし、
良好な景観形成を進め
るなかで、景観重点地
区が増加することを想
定し、指標として設
定。

景観重点地区の増加を
目指し、過去の推移を
踏まえ、年1地区程度
（年4ha程度）の増加
を見込む。

本市実績による

市民１人当た
りの一日のご
み排出量

リサイクル率

公害に関する
苦情を解決し
た割合

環境美化推進
重点地区の指
定数

まちづくりの
ルール（地区
整備計画）の
策定地区数[面
積]

景観に関する
ルール（景観
重点地区）の
指定地区数[面
積]

市域における
太陽光発電シ
ステム設備容
量（累計）
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施
策

現状
（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
指標の出典・

定義等
指標名

54 612
81.4%

(H27年度) 95%

良好な住環境を形成す
るためには、災害に強
いまちづくりを進める
ことが重要であること
から、市内住宅の耐震
化率を指標として設
定。

国・府の方針を踏ま
え、住宅の耐震化率を
95％以上とすることを
目標として設定。

耐震性を満たす住
宅数／住宅総数×
100

55 613
327.2ha
(H28年度) 332.3ha

みどり豊かな都市空間
の形成のため、まと
まったみどりの少ない
地域には、公園などの
公共のみどりの整備を
行う必要があることか
ら、指標として設定。

まとまったみどりの少
ない地域などで、公園
などの整備を行える可
能性のある一定の土地
などを想定し、目標と
する面積を算出。

本市実績による
※面積は、公園、
緑地などの合計面
積

56 621 8.1km 17km

安全で快適な道路環境
を確保するためには、
道路のバリアフリー化
を進める必要があるこ
とから、指標として設
定。

国の目標に基づき重点
地区内の生活関連経路
（約16km）のバリア
フリー化を進め、その
後、準生活関連経路
（約1km）を整備する
ことを目標に設定。

本市実績による
※生活関連経路と
準生活関連経路の
整備延長

57 621
91％

(H28年度) 96%

安全で快適な都市にお
いて都市計画道路は重
要な基盤の一つである
ことから、都市計画道
路の整備状況を指標と
して設定。

今後10年間で整備を進
める都市計画道路を計
上し、目標値を算出。

本市実績による
※算出式
完成済み都市計画
道路延長／都市計
画道路の計画延長
×100

58 622
0.7ｋｍ

(H28年度) 40ｋｍ

安全・快適な交通環境
を整備するため、近年
増加している自転車利
用者にとって安全な通
行空間の整備を進める
必要があることから、
指標として設定。

「吹田市自転車利用環
境整備計画」に基づ
き、自転車ネットワー
ク選定路線のうち、市
道（約40km）を計画
的に整備することを目
標に設定。

本市実績による

59 623
39.7％

(H28年度) 54%

災害に強い水道システ
ムの構築を図るために
は、地震などの災害リ
スクを軽減する必要が
あり、水道管の中でも
重要な役割を担う基幹
管路の耐震化率を指標
として設定。

基幹管路のうち、送水
管・配水本管を中心に
管路の重要度に基づ
き、今後10年間で整備
すべき耐震管を計上し
（約20km）、目標値
を算出。

本市実績による
※算出式
基幹管路耐震管延
長／基幹管路延長
×100

60 624
17.4km

(H28年度)
50km

下水道施設を適切に維
持管理するため、下水
道管路の老朽化に対応
する必要があることか
ら、指標として設定。

「下水道長寿命化計
画」に基づき、年3km
程度ずつ更新等を進め
る。

本市実績による

61 711

2.1ポイン
ト

(H26年)
3ポイント

地域経済の活性化に向
けては、市内の事業所
数の維持・増加が重要
であることから、指標
として設定。

「吹田市商工振興ビ
ジョン2025」に基づ
き、支援による創業者
の増加や事業継続率の
向上などによる市内の
事業所数の増加を見込
んで設定。

総務省「経済セン
サス」による

住宅の耐震化
率

公園などの面
積

バリアフリー
重点地区内の
主要な生活関
連経路などの
整備延長

都市計画道路
の整備率

自転車通行空
間の整備延長

水道基幹管路
の耐震化率

下水道管路の
更新及び長寿
命化延長

開業率と廃業
率の差
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施
策
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（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
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定義等
指標名

62 711
8.9%

(H28年度) 7%

地域経済の活性化に向
けては、商店街の活性
化が重要であることか
ら、指標として設定。

空き店舗活用への支援
などによる空き店舗率
の減少を見込み、「吹
田市商工振興ビジョン
2025」の目標値であ
る7.3%(H19年実績
値)を下回ることを目標
に設定。

本市実績による

63 712
602人

(H28年度)
630人

JOBナビすいたを活用
した就労支援の成果を
表す指標として設定。

過去の推移を踏まえ、
求職者と人材不足分野
の事業者のマッチング
の取組の強化などによ
る就職者の増加を見込
んで設定。

本市実績による

64 721
485,878

人
(H28年度)

500,000
人

文化の振興に向け、市
民が芸術や文化にふれ
ることができる機会の
充実を図ることによ
り、文化会館（メイシ
アター）の入館者が増
加すると想定し、指標
として設定。

文化会館(メイシア
ター)の入館者数は減少
傾向にあるが、機会の
充実などにより、参加
者数の増加を見込んで
設定。

本市実績による

65 722
31,663人
(H28年度) 35,000人

文化財の活用におい
て、博物館をより多く
の市民が利用すること
が重要であるため指標
として設定。

魅力のある展示など企
画の充実による入館者
数の増加を見込む。

本市実績による

66 723
22,861人
(H28年度) 25,000人

地域におけるスポーツ
の振興に向け、スポー
ツ活動などのイベント
へより多くの人が参加
することが重要である
ことから、指標として
設定。

市民にとってより親し
みやすく魅力のあるイ
ベントの開催などによ
り、参加者の増加を見
込んで設定。

本市実績による

67 731
463団体

(H28年度)
550団体

本市の魅力の向上や新
たな魅力づくりに向け
ては、市民がまちの魅
力を改めて感じられる
場となっている吹田ま
つりの活性化が重要。
そのためには、さまざ
まな団体との連携が進
むことが重要であるこ
とから、指標として設
定。

さまざまな団体への呼
びかけによる協賛・協
力団体数の増加を見込
む。

本市実績による

68 731
255,867

人
(H28年度)

300,000
人

魅力の発信において、
情報発信プラザ
(Inforestすいた)により
多くの人が訪れ、市の
魅力にふれていただく
ことが重要であること
から、指標として設
定。

魅力のある企画の実施
による来場者の増加を
見込む。

本市実績による

吹田市立博物
館の年間入館
者数

地域における
スポーツ活動
などのイベン
トへの年間参
加者数

吹田まつりへ
の協賛・協力
団体数

情報発信プラ
ザ（Inforest
すいた）への
年間入場者数

ＪＯＢナビす
いたを活用し
た年間就職者
数

文化会館（メ
イシアター）
の年間入館者
数

商店街及び小
売市場におけ
る空き店舗率
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施
策
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（年・年度）

目標
指標として設定する

理由
目標値の考え方・

積算等
指標の出典・

定義等
指標名

69 732
72回

(H28年度)
90回

大学がもつ豊富な人
材、情報、技術のまち
づくりへの活用に向け
ては、大学との連携を
深めることが重要であ
ることから、指標とし
て設定。

連携の機運を高めるこ
となどにより、連携事
業やイベントの数の増
加を見込む。

本市実績による

70 732
2,100人

(H28年度)
5,000人

ガンバ大阪を通じたま
ちの活性化に向けて
は、より多くの市民が
参加するホームタウン
活動の展開が重要であ
ることから、指標とし
て設定。

イベントの回数増加及
び周知の強化などによ
る参加者増を見込む。

本市実績による
※市民ふれあい事
業参加者数＋パブ
リックビューイン
グ参加者数

71 811
105億円

(H27年度)

100億円
程度

（当初予算
の約1割）

安定的な財政運営の観
点から、予期しない収
入減少や支出増加など
による財源不足に備え
る必要があることか
ら、最低限必要とされ
る積立金の水準を指標
として設定。

借金に依存しない予算
編成のためには、N年
度と　N+1年度の収支
不足を補えるだけの残
高が必要であること
と、同規模他団体との
比較から積算。

本市実績による

72 811
7.0％

(H27年度)
10%以下

世代間の公平を保つ観
点から、公債費負担が
一時期に集中しないよ
うにすることが必要で
あることから、地方債
発行をコントロールす
るための指標として設
定。

公債費の標準財政規模
に対する割合が15％を
超えると財政運営硬直
化の警戒ラインとされ
ていることから、安全
圏として10％以下の運
用とする。

本市実績による

73 812
0%

(H28年度)

100%
（H32年

度）

公共施設の最適化を進
めるため、全ての施設
計画を個別に策定した
上で、総合的に施設管
理を行うことが重要で
あることから、個別施
設計画の策定状況を指
標として設定。

同計画の計画期間であ
る平成32年度末まで
に、予定しているすべ
ての個別施設計画の策
定を目標とする。

本市実績による
※算出式
個別施設計画策定
済数／個別施設計
画策定予定数×
100

74 813
204分

(Ｈ28年度)
0分

行政サービスの提供の
安定・効率化のため、
情報システムを障害な
く運用することが重要
であることから、指標
として設定。

システム障害を起こす
ことなく、行政サービ
スを継続的に提供する
ことを目標とする。

本市実績による
※現状値は（平成
29年1月から3月
の実績）×4

75 814
85.4点

(H28年度)
90点

人材育成のためには、
職員研修の内容の充実
が重要であることか
ら、指標として設定。

研修内容の充実など、
効果的な研修に努める
ことにより、増加を見
込む。

研修後のアンケー
トから研修内容に
ついての評価点
（100点満点）
を算出

職員の研修に
対する評価点

大学との連携
による事業や
イベントなど
の年間実施回
数

財政調整基金
残高

公債費負担比
率

一般建築物の
個別施設計画
の策定が完了
した割合

ＩＣＴを活用
した行政サー
ビスの稼働休
止時間

市内でのガン
バ大阪を応援
するためのイ
ベントの年間
参加者数
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